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研究要旨 

目的 

本プロジェクトの主たる目的は介護予防に関するチラシをポスティング配布

することによる介護予防への有用性を検証する事である。本研究では、その短期

効果の一つとして身体活動量に対する効果を検証した。 

 

方法 

本研究デザインはクラスターRCT である。研究対象となった市には 18 個の小

学校区が存在し、無作為に 9小学校区を介入エリア、別の 9区をコントロールエ

リアとして介入を実施した。介入は 2012 年 9月から 2013 年 8月までの 1年間と

し、月に 1 度介護予防に関するチラシをポスティング配布した。チラシは A4 片

面カラーとして、毎月一つの特集（サルコペニア、認知症、転倒予防など介護予

防関連）と当該月に開催している市主催の健康イベントの告知（健康教室、講演

会、検診など）、それに健康に関する記事を掲載した。介入期間の前後に郵送式

のアンケート調査によって生活状況や身体活動等を調査した。解析方法は per 

protocol analysis とし、追跡可能であった 5,795 名（介入地区 2,989 名 74.4

±5.9 歳、コントロール地区 2,806 名 74.7±6.2 歳）を分析した。一週間あたり

の運動時間を従属変数とした ANCOVA を行った。調整変数にはベースラインの運

動時間、年齢、性別、体格、各種疾患、経済状況、教育歴などとした。 

 

結果 

介入地区ではコントロール地区と比べて有意に運動時間が増加していた（介入

地区：263.1±457.7 分→325.6±538.7 分、コントロール地区：283.0±499.1 分

→300.1±456.3 分）（F=5.62、p=0.018）。なお、介入地区でチラシを見ていたの

は 1,282 名（42.9%）、意識が変化したのは 741 名（24.8%）、習慣が変化したのは

490 名（16.4%）、そして新たに運動習慣を獲得したのは 409 名（13.7%）であっ

た。 

 

結語 

介護予防に関するチラシ配布によって、介入地区では１週間あたりの運動時間

が約 60 分増加した。今後は将来的な虚弱発生などのアウトカムの追跡を行う。 
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A. 目的 

われわれは、これまでに教室型の介護予

防事業の効果検証などを行い、教室型運動

介入には要介護に至るリスクを軽減させる

ことなどを報告してきた。一方で、教室型

の介護予防事業には参加者の面で制約があ

り、一部報告によれば参加者割合は高齢者

人口の 1%に満たないとも言われている。 

その中で近年、健康増進の領域において

ポピュレーションアプローチが注目されて

いる。ポピュレーションアプローチとは、

対象を一部に限定せず住民全体に対してア

プローチを行い、全体としてのリスクを軽

減させていくことである。自治体が実施し

ている保健活動にはこのようなポピュレー

ションアプローチを意識したような介入も

積極的に取り入れられているが、大規模な

研究としてはまだまだ不十分なレベルであ

る。しかしながら高齢者人口が 24%を越え

た現在の我が国において、ポピュレーショ

ンアプローチによる介護予防は極めて有用

な手段となる可能性がある。 

本プロジェクトの主たる目的は介護予防

に関するチラシをポスティング配布する

（ポピュレーションアプローチ）ことによ

る介護予防への有用性を検証する事である。

本研究では、その短期効果の一つとして身

体活動量に対する効果を検証した。 

 

B. 研究方法 

本研究デザインはクラスターRCTである。

研究対象となった市には 18 個の小学校区

が存在し、無作為に 9 小学校区を介入エリ

ア、別の 9 区をコントロールエリアとして

介入を実施した。介入は 2012 年 9 月から

2013 年 8 月までの 1 年間とし、月に 1 度介

護予防に関するチラシをポスティング配布

した。チラシは A4 片面カラーとして、毎月

一つの特集（サルコペニア、認知症、転倒

予防体操、筋力強化体操、栄養など介護予

防関連）と当該月に開催している市主催の

健康イベントの告知（健康教室、講演会、

検診など）、それに健康に関する記事を掲載

した（図 1）。介入期間の前後に郵送式のア

ンケート調査によって生活状況や身体活動

等を調査した。解析方法は per protocol 

analysis とし、追跡可能であった 5,795 名

（介入地区 2,989 名 74.4±5.9 歳、コント

ロール地区 2,806 名 74.7±6.2 歳）を分析

した。一週間あたりの運動時間を従属変数

とした ANCOVA を行った。調整変数にはベー

スラインの運動時間、年齢、性別、体格、

各種疾患、経済状況、教育歴などとした。

本研究は京都大学医の倫理院会の承認を得

て実施している。 

 

C. 研究成果 

介入地区ではコントロール地区と比べて

有意に運動時間が増加していた（介入地

区：263.1±457.7 分→325.6±538.7 分、コ

ントロール地区：283.0±499.1 分→300.1

±456.3 分）（F=5.62、p=0.018）。なお、介

入地区でチラシを見ていたのは 1,282 名

（ 42.9%）、意識が変化したのは 741 名

（ 24.8%）、習慣が変化したのは 490 名

（16.4%）、そして新たに運動習慣を獲得し

たのは 409 名（13.7%）であった。 

 

D. 考察 

運動を誘発するような介護予防関連のチ

ラシを 1 年間配付することによって、介入

地区では 1週間あたりの運動時間が約 60分

増加していた。特に 60 歳以上の高齢者では

運動時間と骨格筋のパフォーマンスが直線
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関係にあることも報告されており、運動時

間の増加は介護予防に寄与するものと考え

られた。本研究ではフォロー期間の分析は

行えていないが、今後追跡調査を行い中長

期的な効果の検証も実施する。 

 

E. 結論 

介護予防に関するチラシ配布によって、

介入地区では１週間あたりの運動時間が約

60 分増加した。今後は将来的な虚弱発生な

どのアウトカムの追跡を行う。 

 

F. 健康危険情報 

特筆すべき情報はない。 
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H. 知的財産権の出願・登録状況 

なし 
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図 1 配付したチラシの例 

 

 

 

 

 

 


